












沖縄返還をめぐる日米関係につ い て は 、 これまで膨大な研究が提示され 





方 で は 「極東」 という地域的文脈においても重要な出来事だった。それは
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意思を表明するきっかけになったのは、1964年 7 月の自民党総裁選にむけ 
て の 準備作業においてだった。
1964年初頭以降、佐藤の側近である愛知揆一を筆頭に、産経新聞記者の
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楠田實ら新聞記者や、官僚たちによって構成された、佐藤の私的な政策ブ 








であった11。 S オペは、通 信 ・交通機関の発達による人や情報の交流の増 
大、核兵器の手詰まり状況、東西両陣営内の分裂などによって「世界はも 
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権 公 約 文 書 「明日へのたたかい」には、沖縄の部分は盛り込まれず、 自民 





た。すなわち、1964年10月には中国が核実験を行い、1965年 2 月からは米 
軍が北爆を開始、ベトナム戦争に米国が本格的に軍事介入していく。 この 
よう国際情勢において、米国にとって沖縄基地の軍事戦略上の重要性は高 






いた14。首相就任直後の1964年12月14日には、 ライシャワー （E d w i n  O. 
Reischauer)大 使 と ワ ト ソ ン （Albert W a t s o n  Ⅱ) 高等弁務官との会談 
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る こ と に 『貢献する』」 ことが前提だったのである15。
それゆえ佐藤は、緊迫した国際情勢の中で、沖縄米軍基地の重要性を十 
分に認めた上で、慎重に沖縄返還問題に取り組んでいく。1965年 1 月、訪 
















こうして1967年 2月 9日、外務省事務当局の幹部たちは、佐藤首相に対 
し沖縄米軍基地の扱いを含め沖縄返還を可能にする方法について米国政府
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United States: aipiomauc, security, a n d  economic relations 1960-1976, Bell &  Howell 
Information a n d  Learning, 2000[NSA], JU00375.
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1964-1968 V o l u m e  X X I X  Javan, GPO, 2006[F R U S  1964-1968 Vol. X X I X ], pp.75-78, 
doc. 42.
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正也、 中島琢磨、服部龍二編） 『外交証言録－ 日米安保・沖 縄 返 還 ・天安門事件』岩波書店、 
2012年、69頁。
1 8  中 島 『沖縄返還と日米安保体制』29-31頁。

























この外務省による沖縄返還構想は、 8 月 8 日、佐藤首相に提示される。
2 0  東 郷 文 彦 『日米外交三十年－安 保 ・沖縄とその後』 中公文庫、 1989年、125頁。
2 1  中 島 『沖縄返還と日米安保体制』46-50頁 ；野 添 「1967年沖縄返還問題と佐藤外交」333-337 
頁。
2 2  北米局 「施政権返還に伴う沖縄基地の地位について」1 9 6 7年 8月 7日 、 「い わ ゆ る 『密約問 
題に関する調査結果』そ の 他 関 連 文 書 （以下、関連文書）3-9。



























2 4  三木大臣発在米下田大使宛第1302号「沖 縄 小 笠 原 問 題 （総理との打合せ)」1967年 8 月 9 日、 
関連文書3-11。







まっていた。S オペからこの年、首相秘書官に就任した楠田實は、6 月、オ 




ろう」 し、 日本の国力増大という観点から見ても、沖縄返還によって、共 






門家の久住忠男委員が、 「遅くとも1970年まで」 に 「ヴィエトナム戦争も 
終結し、中共の情勢も落着いて米中関係も多少好転の兆しが現れる」 との 
見通しから、1970年までに沖縄の「核抜き・本土並み」返還を実現するこ 
とを主張した。 もっともこれに対し佐藤は、 「それはちょっと早いような 
気がする」と述べている29。 このように佐籐は、国際情勢が変容し緊張緩和 
が進むという点では、彼のブレーンたちと認識を共有していたが、その見
2 6  北 米 局 「外務大臣訪米の際の安全保障及び沖縄、小笠原問題に関する協議について」1967年 
9 月2 0日、関連文書3-15。
2 7  楠 田 實 『首席秘書官－佐藤総理との10年間』文芸春秋、1975年、 147-149頁。
2 8  神田前掲書、第 2 章 第 3 節。
2 9  佐藤外務大臣発下田大使宛、第1602号、 「沖縄問題等懇談会の模様」1967年 9月 12日 、H 22- 
021、外務省外交史料館。
沖 縄 法 学 第 44号 （2015)
通しはより慎重なものだったといえる。
こうした認識を踏まえ、佐 藤 は 「返還と極東の安全問題は両立する」 と 
いう信念の下30、同年11月の訪米に向け、漸進的に沖縄返還問題に取り組 
もうとした。その際、 目指されたのが、 日米共同声明に「両三年内」の沖 




















3 0  『楠田實日記』115頁。
3 1  大 浜 信 泉 『私の沖縄戦後史－返還秘史』今週の日本社、1971年、81頁。
3 2 「両三年内」という文言については、若 泉 敬 『他策ナカリシヲ信ゼムト欲ス』文芸春秋、1994 
年 31頁、34頁、79頁。
3 3 野 添 「1967年沖縄返還問題と佐藤外交」344-355頁。














朝鮮半島では、1968年 1月 21日、北朝鮮の特殊部隊が韓国大統領官邸（青 
瓦台）を襲撃、さらにその二日後の1 月2 3日には、米国の調査船プエブロ 
号を北朝鮮の砲艦が拿捕する。さらに1 月3 0日には、北ベトナム軍がテト 
攻勢を仕掛け、米国世論に大きな衝撃を与えた。経済的にも、ベトナム戦 









3 5  河野前掲書、2 5 7頁 ；中 島 『沖縄返還と日米安保体制』74頁。
3 6  野 添 「1967年沖縄返還問題と佐藤外交」356-357頁。
37 W alter Poole, JCS and National P o licy  1965-1968, Office of Joint H istory, 2012, p.251.
3 8 1968年に起きた様々な出来事の国際政治史や冷戦史上の意義については、菅 「冷戦の終焉 
と 60 年 代 性 」 Jerem i Suri, P o w er a n d  P ro te s t : Globa Revolution and the Rise of  Detente,
H arvard U niversity P ress, 2003; Carole Fink, Philipp G assert, an d Detier Ju n k e r (eds), 




1968年には、 日本国内でも日米関係を揺るがす事件が勃発した40。 1 月 
には、米原子力空母エンタープライズが佐世保に寄港し、 日本国内で反対 
運動が盛り上がった。同月、プエブロ号事件に対応するため、グアムから 
B 52が 2 月 6 日に嘉手納基地に着陸、その後、ベトナム戦争へも出撃し、沖 
縄住民に大きな不安を引き起こす。さらに5 月 6 日、佐世保に寄港した米 
原子力潜水艦ソードフィッシュの放射能漏れ疑惑が大きく報道された。 6 







強まった41。3 月3 1日のジョンソン大統領演説も、日本国内で「ベトナムに 
関する米国の政策の敗北と再検討を認めるものであり、アジアからの米国 
の撤退の前兆」として受け止められた42。外務省は、米国のアジア関与縮小 
への動きが加速されるのではないかとさらに不安を強め、 6 月の日米政策 
企画協議では、米 国 の 「新孤立主義」への傾向に強い懸念を表明している43。
沖縄返還問題についても、1968年前半は、 「安保関係でいろいろ厄介な
39 John L. Gaddis, Strategies of Containment A  Critical Appraisal of American National 
Security Policy During the Cold War, Oxford University Press, 2005, p.296.
4 0  1968年の日米関係については、玉 置 敦 彦 「ジャパン・ハンズ-変容する日米関係と米政権日 
本専門家の視線、 1965-68年」 『思想』2009年。 また、朝鮮半島情勢、ベトナム情勢と沖縄情勢 
との関連については、成田前掲論文を参照。
4 1  ア ジ ア 局 北 東 ア ジ ア 課 「昭和43年 度 ア ジ ア ・太平洋地域大使会議議事要録」 1968年 10月、 
「歴史資料としての価値が認められる開示文書（写し)」0 4 - 9 8 4 外務省外交史料館。
41 アレク シ ス ・ジ ョ ン ソ ン （増田弘監訳） 『ジョンソン大使の日本回想－二 ・二六事件か 
ら沖縄返還、ニ ク ソ ン ・ショックまで』草思社、1989年、206— 207頁 ；Tokyo7106, April 3, 
1968石井修、宮 里 政 玄 『アメリカ合衆国対日政策文書集成　第12期 　第 3 巻』柏書房、2003年  
(以 下 『集成12-3』のように略記)、2 8 7 - 2 8 8頁。
43 O w e n  to the Secretary, "US-Japan Planning Talks-Information M e m o r a n d u m " ,  June 
26,1968, Policy Planning Council, Subject Files, 1963-1973, B o x  66, RG59, National 
Archives, Collage Park. Maryland[NA] ; Research an d  Analysis Division, Gaimusyo, 
"Japan's Role in Asia" M a y  22,1968, Policy Planning Council, Subject Files,1963-1973, 
B o x  66, RG59, NA.
問題が続発」 したため、 「物事が返還交渉をむずかしくむずかしくするよ 
うに動」いてると外務省内では考えられ、 日米間の協議は進んでいなかっ 





















で、米国側に対して「核 抜 き ・本土並み」 をぶつけてみたいと漏らしてい 
る47。 8 月15日、外務省幹部が上述の沖縄返還構想について説明したのに
4 4  東郷前掲書、 141-142頁。
45 ア メ リ カ 局 長 「沖縄の基地の地位について」1 9 6 8年 8月 6日 、関連文書3-28。
46 1968年の沖縄返還問題をめぐる日本本土と沖縄の政治状況については、中 島 『沖縄返還と日 
米安保体制』101-117頁。
4 7 「沖縄継続協議に関する大臣の考え」 1968年 5月 18日 、関連文書5-20。
対し、三木は、「米大統領選挙前かつベトナム和平未達成の現在かかる重大 
問題で米側と話し合うのは時期尚早」だと否定的態度を示した。三木の考 







歓迎すべき」だと考えられたのである49。佐籐首相自身、3 月3 1日のジョン 














4 8  米 北 長 「大 臣 （沖縄問題） ブリーフメモ」1969年 8月 15日 、外務省外交記録H 22-021、外務 
省外交史料館。
49 楠 田 『首席秘書官』、176頁 ；山 田 栄 三 『正 伝 佐 藤 栄 作 　下』新潮社、1988年、 154頁。
50  佐 藤 栄 作 （伊藤隆監修） 『佐 藤 栄 作 日 記 　第三巻』朝日新聞社、1998年、261頁。
5 2  『朝日新聞』 1967年 12月 12日朝刊；『毎日新聞』 1967年12月12日朝刊。























米軍基地の機能を維持したいとの米国の軍事的要請につ い て 、 軍部のみな 
らず、議会特に両院軍事委員会の保守的傾向よりして急激な変化がおこる
53 State2 4 7 6 6 9 ,  0 ct 1, 1 9 6 8 『集成12-4』178-179頁。
5 4  宮里前掲書、288-290頁など。
5 5  『朝日新聞』 1968年11月15日朝刊。
5 6  外 務 省 ア メ リ カ 局 「沖縄行政主席選挙後の諸問題」 1968年 11月 6日 、H 22-011、外務省外交 
史料館。
























の布石として位置づけられていた59。 5 月2 8日には、対日政策に関する国 
家安全保障決定覚書（N S D M ) 13が決定され、 日本のアジア地域における
58  外務省アメリカ局北米課・アメリカ局安全保障課・経 済 局 米 国カナダ課「米国大統領選挙後 
の日米関係」1968年 10月29日、H 22-0 1 1 , 外務省外交史料館。























こうした観点から外務省事務当局は、12月 7 日、佐藤に対し、上述のよ 
うに沖縄基地のあり方への方針を明確化した上で対米協議を開始するよう
60 National Security Decision M e m o r a n d u m  13, "Policy toward Japan", M a y  2 8,1969, 
N S A , J U 01074.
6 1  東郷前掲書、 125頁、 157頁 ；中 島 『外交証言録』7 6 — 79頁。
6 2  ア メ リ カ 局 長 「安保条約に関する当面の問題」1968年 12月 1日 、H 22- 21、外務省外交史料 
館。
6 3  ア メ リ カ 局 長 「沖縄返還問題の進め方について」1968年 12月 1日 、関連文書3— 35






















1969年 1月 6日 に は 、佐藤は外務省事務当局との会議で、世 論 の 「核抜 
き ・本土並み」返還要求を踏まえた上で、「沖縄は極東の米国の抑止力を構
6 4  米 局 長 「総理との打合せ」 1968年 12月 7日 、関連文書3 — 36； ア メ リ カ 局 長 「1969年佐藤総 
理 ・ジョンソン大統領会談に亘る沖縄返還問題」2 2 — 23頁。
6 5  大河原前掲書、183頁。
6 6  米 北 一 「愛 知 大 臣 ・米議員団懇談概要」 1969年 2月 11日 、H 22-021、外務省外交史料館。
6 7  楠 田 實 編 『佐 藤 政 権 ・二七 九 七 日 　上』行政問題研究所、1983年、360-361頁。
68 A-2329, T o k y o  to State, "Okinawa: Prime Minister Sato's Views", D e c  13, 1 9 6 8、石井修・ 
我部政明・宮里政玄 監 修 『アメリカ合衆国対日政策文書集成第12期 　第10巻』柏書房、2003年、 
136— 150頁。
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成する一環である、全体の中の沖縄の役割をうすめる余地がある筈であ 







第一に、 日本本土の基地使用につ い て 明確に保証することで、相対的に 




地の意義について、 日本の国内世論の理解を促進し、 日本本土の米軍基地 
の軍事的有効性を向上させようとしたといえる。
その際、在日米軍基地の使用を保証することが具体的に想定されたのが、 
当時、情勢が緊迫化していた朝鮮半島だった。 2 月2 8日、佐 藤 は 『フォー 
リン・レポーツ』誌を主宰するハリー・カーン （Harr y  F. K e r n） と会談 
し、次のような考えを伝えている。そ れ は 「①沖縄は核抜き本土並み、② 
いわゆる戦術核は朝鮮におけばよい、③但し、朝鮮半島で事が起こったら 
本土基地を使わせる。その際、 日本が戦争へ巻き込まれても止むを得な 





6 9  米 局 長 「下田大使総理報告の件」 1969年 1 月 6 日、H 22-021、外務省外交史料館。
7 0  『朝日新聞』 1969年 1月 1日 朝 刊 。
7 1  前掲、米 局 長 「下田大使総理報告の件」 1 9 6 9年 1月 6日 。
7 2  『楠田實日記』3 0 8 - 3 0 9頁。
かい、そ の 中 で 「沖縄の役割をうすめ」、結 果 と し て 「核抜き・本土並み」 















ことを通して、沖 縄 の 「核 抜 き ・本土並み」返還を目指した。さらに、沖 
縄基地問題研究会が提言したように、沖縄米軍基地の役割の低下は、「核抜 
き ・本土並み」のみならず、米軍基地の整理縮小をも可能にするものだっ 





7 3  『朝日新聞』 1 9 6 9年 1月 1日 、朝刊。
7 4  若泉前掲書、278-279頁。
7 7  若泉前掲書、319頁。
7 5  「沖縄基地問題研究会報告書」 （19 6 9年 3月 8日 )、 岡倉古志郎・牧瀬恒二編 『資料沖縄問題』
労働旬報社、1969年、536-541頁。
7 6  『朝日新聞』 1969年 4月 1日 朝 刊 。
佐 藤 の 「核 抜 き ・本土並み」返還方針の下、外務省も対米交渉準備を進 
めていく。その際、重要だったのは、沖縄米軍基地の安全保障上の重要性 









これらの政府内の準備作業を経て、 6 月の愛知訪米に向けて、対米交渉 
方針がまとめられる。 ここでも日本の安全保障と繁栄は、 「米 国 の 『核の 
傘』を含む戦争抑止力とアジアにおける軍事的プレゼンスにより支えられ 
てきた」 ことが確認された。そ の 上 で 「日本の安全がもとより極東の安全 










7 8  米 北 一 「愛 知 大 臣 ・米議員団懇談概要」 1969年 2月 11日 、H 22-021、外務省外交史料館；栗 
山 尚 一 （中 島 琢 磨 ・服部龍二・江藤名保子編） 『外交証言録－沖 縄 返 還 ・日中国交正常化・日 
米 「密約」』岩波書店、2010年、74-75頁。
79 T o k y o 03156, "Okinawa/Aichi's Plans for Kicking off Negotiations", A p r  2 3 ,  1 9 6 9『集 
成14-3』2 1 0 -211頁。
いう日本政府の基本認識を明らかにし、朝鮮半島有事の際には、 この考え 
に基づいて、事前協議で米軍による在日基地使用についての日本政府の態 
度を決定するというものだった80。 これは5 月10日に愛知外相が、外務省 
事務当局に対し、事前協議における日本側の立場を、佐藤訪米時に日米共 
同声明で公にすると同時に、 日 本側の「一方的発言」で補足するという方 
式を提起したことを受けたものだった81。
この方式が取り上げられる発端となったと考えられるのが、 3 月18日の 
田中弘人駐パキスタン大使の意見具申である。田中は、古くから日米安保 
の問題に関わっており、ワシントンの日本大使館でも一等書記官から参事 

















80 (外務大臣訪米用資料） ア メ リ カ 局 「大臣、国務長官会談発言要領（案） 1969年 5月 26日 、 
関連文書3-68。
8 1 　東郷前掲書、 161頁。
8 2　三 木 健 『ドキュメント沖縄返還交渉』 日本経済評論社、2000年、 122-123頁。
より一考を要する」 として、沖縄への常備配置に反対した。 こうして田中 
は、 「日本の当面する問題は、沖縄返還のみでなく、安保条約の延長に際 
し、 これに関連する安全保障体制の欠陥を補い、後顧の憂いなき体制を完 
成すること」だと主張する。その上で、国内政治のために「従 来 『極東の安 
全』に対する日本政府の態度は受動的ならざるをえなかったが、今後主体 
的意思をもって選択権を行使するとの立場をとる」よう訴えたのである83。




つまり日本政府は、国内世論の要求に応じて「核 抜 き ・本土並み」返還方 





訪米し、ニクソン大統領やロジャー ズ （William Rogers）国務長官と会談 






主権国家として米軍の基地使用について 「Y E S と も N0と も 言う可能性を 
おくべき」だが、 「内外に明らかにされた基本的な合意のある限りにおい 
て、協議があればY E S ということが出来る」 として、その有効性を論じ
8 3  田中大使から牛場外務次官へ、「沖縄返還後の基地のステイタスについて」1969年 3月 18日 、 
H 22-21、外務省外交史料館。
84  『朝日新聞』 1969年 4月 1日 朝 刊 。





特に韓国、台湾のほか S E A T O 地域の安全保障についてのC R E D I B I L I T Y  
保持、即ちピョンヤン等に誤解をさせぬこと」、及び米国内の議会や世論の 
懸念を重視していた。さらに「沖縄のB-52の南爆はヴィエトナム戦争遂行 


















8 7  『佐 藤 栄 作 日 記 　第三巻』455頁 ；『楠田實日記』344頁。
8 6  下田大使発愛知外務大臣宛第 1723号「大 臣 ・国務長官第二次会談」19 6 9年 6月 4日 、関連文
書3-72；北 米 一 長 「大 臣 ・国務長官第二次会談要旨（追加)」 1 9 6 9年 6月 5日 、関連文書3-73。
8 8  米 局 長 「外務大臣訪米随行報告」 1 9 6 9年 6月 7日 、関連文書3-75。
4 . 沖縄返還交渉の妥結








くことになる。東京では、まずマイヤー（A r m i n  H . M e y e r）駐日大使と 




ヤー大使は、 7 月の愛知外相との会談で、戦闘作戦行動のための基地使用 
について、「口約束よりはもっと確実で恒久的な」保証が必要で、事前協議 
制 度 を 「日本に拒否権を与えている」 として問題視した。それゆえ事前協 
議制度を沖縄に適用する場合には「事前協議の省略を意味するか、或いは 








89 M e m o r a n d u m  from N S C  U n d e r  Secretary Committee, "Okinawa Negotiating 




の範囲はフィリピン以北であり、東南アジアは含まれていない。ま た 「台 
湾中共関係は、一時よりずっと下火になっており現実に日本の安危に直接 
関係してくるとは思え」ないので台湾を含めるべきでないというのだった。





potential aggressorが、 日本政府の態度を誤解することがないようにし 
ておく」ための、北朝鮮を抑止するものでもあった90。
しかし米国側は、日本側の日米共同声明案は不十分だとし、「韓国に対す 




ナムについて「private understanding」の作成を改めて要求した92。 「一 
方的声明」についても、米国側は、台湾を含めるよう主張した93。




場合はY E S と云う、否云わなければならないとの政策意図を明らかにす
9 0  米 北 一 長 「沖縄返還問題に関する愛知大臣・マイヤー大使会談」1969年 7月 10日 、 いわゆる 
「密約」 問題に関する調査結果対象文書（以下、対象文書）2 - 4 ；「米側質問Ⅱに関する見解」 
1969年 7月 12日 、関連文書2-171；米 北 一 長 「沖縄返還問題に関する愛知大臣・マイヤー米大使 
会談」 1969年 7月 17日 、対象文書2-5。
91 Tokyol20553, "Okinawa C o m m u n i que", July 21,1969, N S A ,  J U  01101.
9 2  米 局 長 「スナイダー公使と会談の件」1 9 6 9年 8月 5日 、関連文書3-79。
93 米 局 長 「8 月 7 日スナイダー公使と会談の件」1 9 6 9年 8月 7日 、関連文書2-177。








8 月2 3日には、 日 本側は「一方的声明」についての新提案を米国側に手 















94 米 北 一 長 「沖縄返還問題に関する愛知大臣・マイヤー大使会談」1969年7 月2 6日，関連文 
書 2-17
95 ア メ リ カ 局 長 「共同声明案」 1 9 6 9年 8月 9日 、関連文書3-80。
96 Tokyo06935, "Okneg No.2-Text of Sato Unilateral Statement", A u g  2 3 ,  1 9 6 9 『集成 
14-4 』283-284頁。
97 北 米 参 「基地研究会報告」1969年 8月 21日 、H 22-021、外務省外交史料館。



















軍の極東における抑止力の相当の低下をもたらす」 とも考えられた。 した 
がって、 「このマイナスを最大限オフセットするため」、沖縄返還実現まで 
に、日米安保体制や事前協議制度の「適正な運用」について、「強力な国内 






100 栗 山 尚 一 「沖縄返還－戦 後 の 終 わ り （三） 戦後日本外交の軌跡31」『アジア時報』2010年 9 
月号、91頁 ；栗山前掲書、75頁。
111 外務省外交政策企画委員会「わが国の外交政策大綱」 1969年 9月 25日 、外務省開示文書。






拒絶する一方、 日米共同声明や「一方的声明」の文言を修正している。 9 
月 1 日の日米共同声明案では、 日本側 が 「韓国の安全は日本自身の安全に 
とって緊要」だと認識し、「台湾地域における情勢の大なる注意と関心」を 

















103 米 北 一 長 「愛 知 大 臣 ・マ イ ヤ ー 大 使 会 談 （沖縄返還問題)」 1969年 8月 28日 。
106 野 添 「米国の東アジア戦略と沖縄返還交渉」 6 頁。
107 作 成 者 不 明 「9 月1 1日大臣打合」 日付不明、関連文書3-95。
104「共同声明案」1 9 6 9年 9月 1日 、関連文書3-89。
105「総理発言案」1 9 6 9年 9月 1日 、 同上。
ぐって、大きな進展が見られる。すなわち、 日本の安全保障上、韓国の安 
全 保 障 は 「緊要」であり、台湾の安全保障は「重要な要素」であるという 















一方、核兵器問題につ い て は 日本側にとって見通しは厳しいままだっ 
た。 ロジャーズとの会談で愛知は、核兵器問題につ い て 、「事前協議制度に 
関する米国政府の立場を害することなく」 という新たな文言を挿入した日 
米共同声明案を提示する。 日本側は、有事の際には核兵器の持ち込みもあ 
り得ることを公に認めることで、沖縄からの核兵器撤去につ い て米国側を 
説得しようとしたのである112。 しかし、米国側は明確な回答を避け、進展
108 下田大使発愛 知 外 務 大 臣 宛 第 2857号 「大 臣 ・国務長官会談」 1969年 9月 12日 、関連文書3- 
97;Statel5 7 0 6 5 , "Meeting with Aichi o n  O k i n a w a  Negotiations", Sep 16,1 9 6 9 ,石井修、我 
部政明、宮 里 政 玄 監 修 『アメリカ合衆国対日政策文書集成　第14期 　第 5 巻』柏書房、20年  
(以下、 『集成14-5』 のように略記） 134-141頁。
109 条 約 局 長 「沖縄返還とヴィエトナム戦争に関し」19 6 9年 9月 8日 、関連文書2-193。
110 下田大使発愛知外務大臣宛第2857号 「大臣・国務長官会談」1969年9月12日、関連文書3-97; 
Statel57065, "Meeting with Aichi o n  O k i n a w a  Negotiations", Sep 1 6 , 1 9 6 9『集成14-5』
134-141頁。
111 若泉前掲書、332頁 ；栗山前掲書、85頁。
112 作 成 者 不 明 「9 月1 1日大臣打合」 日付不明、関連文書3- 9 5 ;栗山前掲書、70-71頁。
は見られなかった113。




て置く必要がある」 と考えられた114。 このような判断から外務省事務当局 
は、日本側が核兵器再持ち込みを認める可能性を示唆するという、「会談録 
(Record of Conversation）案」を10月15日に起草し、その後推敲を重ね 
る。 しかし、 このような文書においても、外務省は、戦闘作戦行動であれ 





のチャネルを通して事態の打開を図ろうとした。 9 月2 7日、若泉はキッシ 
ンジャーと会談する。 ここでキッシンジャーは若泉に対し、繊維問題と核 
兵器問題という二枚のペーパーを提示する。特に核兵器に関するペーパー 








Statel57065, "Meeting with Aichi o n  O k i n a w a  Negotiations", Sep 1 6 , 1 9 6 9『集成14-5』 
134-141頁 ；栗山前掲書、86-87頁。
114 米 局 長 「外務大臣訪米報告」1969年 9月 15日 、関連文書3-98。
115「核貯蔵に関する若干の問題点」1969年 11月14日、関連文書3-117。
116 波多野前掲書、253  275頁。
117 若泉前掲書、349-358頁。
沖 縄 法 学 第 44号 （2015)
10月 3 日、若泉はキッシンジャーの意向について、佐藤に報告している118。 
佐藤は、「非核三原則」と米国の「核の傘」との関係で、核兵器問題への対 
応に苦慮した。そもそも佐藤は、安全保障の観点から、核兵器の持ち込み 
について、 もし事前協議が開催されれば、 「非常事態と云うことならY E S  
と答へる」つもりだった。 しかし、沖縄にどういう核がどのくらいあるの 
か、すぐ使える状況にあるか、さ ら に 「非常事態」 とは何なのか、 これら 
が不明確であることに困惑していた119。
















めたものにして、それにサインしてもいい」 と伝えた。11月 6 日には、有 
事における核兵器の再持ち込みについて、極 秘 に 「合意議事録」を作成し、
118 『佐 藤 栄 作 日 記 　第三巻』5 1 2頁 ；若泉前掲書、364-366頁。 また、繊維問題については、石 
井 修 「第二次日米繊維紛争（1969年 -1971年） －迷走の1000日」『一橋法学』第 8 巻 2 号、2009 
年 ；信 夫 『若泉敬と日米密約』 を参照。
119 米 局 長 「総 理 に 対 す る 報 告 （沖縄関係)」 1969年 10月 7日 、関連文書3-104。
120「外務大臣・ホイー ラー米統幕議長会談録」 1969年 10月 8日 、関連文書3-106;Tokyo08295,
"General Wheeler Stresses Okinawa's Importance"，Oct 9,1969, N S A , J U 0 1 131.

























122 同上書、41&4 3 6頁 。
123  M e m o r a n d u m  for the President from  Rogers, "Sato Visit-Main Issues", N o v  1969, 
N S A , J U 01153.
124  M e m o r a n d u m  for the President from  Rogers, "Okinawa  Negotiations", Oct 8,1969, 
『集 成 146』 11-14頁。
125 野 添 「米国の東アジア戦略と沖縄返還交渉」6-7頁。
126 M e m o r a n d u m  for the President from  H e n r y  A . Kissinger, "Y o u r  Meetings with Prime 
Minister Sato", N o v  18, 196 9石 井 修 監 修 『ア メ リ カ 合 衆 国 対 日 政 策 文 書 集 成 　第20期 　第三 
巻』柏書房、2 0 0 7 年 （以 下 『集成20-3』 のように略記)、66-69頁。
こうして11月19日から2 1日、訪米した佐藤とニクソンが会談し、沖縄返 























127「佐藤総理・ニクソン大統領会談」1969年11月19日、『楠田實日記』774-779頁 ；M e m o r a n d u m  
of Conversation, N o v 19，1969，『集成20-2』、143— 153頁。
128「佐藤栄作総理大臣とリチャード・M ・ニクソン大統領との間の共同声明」 1969年 11月2 1日、 
デ ー タ ベ ー ス 「世界と日本」。
129「ナショナル・プレス・クラブにおける佐藤栄作内閣総理大臣演説」1969年 11月 21日、 同上。





















力の強化という方針が反映されたものであった。 これらによって、 日本政 
府は戦後初めて東アジアの地域的安全保障への責任を果たす意思を明確化 
する130。 もっとも、 これらは、 日本政府が地域安全保障上、 自らの行動を 
伴う新たな義務や責任を負うことを意味するものではなく、沖縄返還を実 
現するための「代償」に過ぎなかったとの見方も存在する131。 しかし、 こ
130 中 島 『沖縄返還と日米安保体制』。
















緩和の進展は、沖 縄 の 「核 抜 き ・本土並み」返還だけでなく、沖縄米軍基 
地の整理縮小をも可能にするものだった。 しかし、沖縄返還の実現が優先 
される中、沖縄米軍基地の縮小問題は、先送りされたのである。沖縄返還 
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